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国家発展戦略 として の 留学政策

中国に お ける留学産業の 展開 と留学 生 の 帰国奨励

杉村美紀 （上智大学文学部教育学科）

1 ．本発表の 目的

　本発表は、1990 年代後半以降の 中国の留学政策
に焦点をあて 、 中国が 自国の 高等教育を国際教育

市場の 中で戦略的に捉え直し、 私費留学の促進及

び帰国留学生 の経済活動支援を行な うこ とで、国

家発展を目指 して い る状況を明らか にする。

2 ．国際留学市場として の 中国

　今 日、ア ジア 各国ではグロ
ーバ リゼー

シ ョ ン に

伴う高等教育改革の流れのなかで留学政策の大き

な転換がみ られ る。 それ は、従来か らの 文化交流

や相互理解 とい っ た留学の 意義に加 え、 留学を経

済発展の ため の 手段 とみな し、留学生 の送 り出し

や受入れ政策を通 じて 、 自国の高等教育の拡充 と

人材育成、ならび に相手国との外交 ・経済関係の

強化を図ろ うとする動きである。た とえば、近年

留学政策で 目立 っ た動きをみせて い るオ
ー

ス トラ

リアは 、留学を国家第 8位の輸出産業に位置づ け、

国際ネ ッ トワ
ー

クを形成する こ とに よりア ジア 各

国か らの積極的な留学生招致活動を行なっ て い る。

また 、 留学生送 り出 し大国と して知 られて きた マ

レーシ アは 、 今後、 東南アジアにおける 「知的教

育拠 点」 （Center　ofEducationa1 　Exoellenoe）とな

る こ とを目標に掲げ、国内の 私立セ クターの拡大

と欧米各国の 高等教育機関との 提携に よ り留学生

受け入れ国へ の 転換を図 りつ つ ある。こ うした動

きは、WTO − GA 皿 〕の 市揚 開放問題 の ひ とつ と

して論議され て い る輸出産業 として の 高等教育問

題 と連動するかたちで 、国際的に強い 関心がよせ

られて い る 。

　こ うした留学をめぐる国際的市場と して国内外

の 関心を集めて い るの が中国である。中国は国内

の 高等教育拡充策を図 る
一

方 、限られた財政 の 枠

内で人材育成を進め る手段 として留学政策を重視
して お り、中国人学生の 留学動向は中国 と受入れ

れ国双方に とっ て経済発展戦略の要 とな っ て い る 。

　中国の 留学重視策の きっ か け となっ たの は、

1993 年に発表され た 「留学を支持 し、 か つ 留学生

の帰国を促 し、自由な往来を促進する」 とい う方

針で あり、冷戦崩壊後の国際社会に おける人材の

育成が急務とされるなかで留学政策が加速された。

1995 年以後は従来の政治体制・思想 を中心とした

留学指針に替え、  市場経済体制、  科学技術、

  国家経済発展に役立 つ 留学が基本路線として確

認 された。そし て、以下に見るよ うに、私費留学

の促進 、 ならび に帰国留学生 の経済活動支援に重

点をおくようにな っ たの である。

3 ．中国の 留学政策

（1）私費留学の促進と留学産業の 展開

　私費留学の 促進は、限られた国家予算の なか で

高等教育需要に対応するための 手段として重視さ

れ 、 民 間からの 留学熱にも後押しされ るかたちで

活発化 してい る。中国の場合で特徴的なの は 、 政

府の 関係機関すなわち教育部、公 安部ならび に国

家工商行政管理 局の 規定に基 づ い た私費留学仲介

企業が私費留学生派遣に大きな役割を果たして い

る点であ り、すで に全国に 60 社余 りある企業の

では留学先国の 教育事情や具体的な学校の紹介か

ら、
一

連の 手続き、試験 、 留学先で の生活の フ ォ

ロ
ー

にい たるま で 、海外留学情報を提供して い る。

また、都市部の大規模な私費留学仲介企業は、相

手国の 関係教育機関か ら担当者を招聘 して 開か れ

る留学展覧会の開催 や、帰国留学生の 学歴 ・学位

認定に関する補助業務も担当 して い る。

　私費留学仲介企業の なかには、留学相手国の 文

化出先機関 とい える留学担 当部局を併設 して い る

と こ ろ もあ り、こ の 点で も、中国の 私費留学促進

は留学産業 と して の 性格を色濃く して い る。 たと

えば 、 オ
ー

ス トラ リアやオ ラ ン ダの 留学担当事務
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室が ある私費留学仲介企業 K 社内には 、 本国か ら

の担当官が常駐して私費留学希望者の相談に応じ

てお り、 英語圏でありし か も英米に比べ て安い 費

用で留学で きるこ と、また奨学金やビザ手続きの

簡素化など受け入れ態勢も整 っ てお り、卒業後の

就職の 途も開かれて い る事などを利点 として掲げ、

中国人留学生の誘致活動を積極的に行 っ て い る。

こ の他、カナダ、フ ラン ス 、 ドイツ 、ニ ュ
ー一ジー

ラ ン ド、ロ シア、ス ペ イ ン 、南ア フ リカ 、
マ レー

シ アなども招致活動 を展開 し て い る。

　 さらに、私費留学仲介企業の 活動は、留学斡旋

に加え 、 留学や教育をめ ぐる市場調査やそれに基

づ く全国規模で の留学フ ェ アの 開催 と幅広く、戦

略的に展開され て お り、中国教育部 もそ うした留

学産業を後押しして い る点に特徴があ る。

　 こ うした私費留学奨励の 結果 、 改革解放後 、

1978年か ら 1999 年まで の留学者総数は 34 万人

余 りで あり、 これ はそれまで の 100年間の 留学者

総数 13万人 と比 べ て倍以上の数 とな っ て い る。

（2）中国人留学生の帰国奨励と経済活動支援

　留学政策をめ ぐるもうひ とつ の動向は、中国人

留学生 の 帰国と中国本国で の 就業 ・起業を奨励 し

てい る こ とである。 たとえば 、 教育部国際協力交

流局が 1998 年に発表 した帰国留学生科学研究活

動に関す る経費支援 とい う方針、あるい は北京市

人民政府が 2000 年に発表 した帰国留学生の 北京

で の就業促進に関する規定には、学位や高度な特

殊専門技術を取得した留学経験者の 帰国就業に優

遇措置をとる こ とが示されて い る。 それは 、 帰国

留学生 とい う即戦 わを中国経済野発展に役立 て よ

うとするもの であ り、 そ の 内容は、帰国留学生 の

起業や技術開発に関する財政支援及び税制優遇に

は じま り、 通常は さまざまな規制がある都市部転

入手続きの簡素化や社会保険制度の特別継続、住

宅 ・自家用車など生活物品購入の際の優遇措置 、

留学生の 子女教育の保障や編入 へ の配慮とい っ た

よ うに 、その厚遇ぶ りは、帰国留学生 の経済活動

だけで はな く福利厚生生活全般にお よんで い る。

　こ の よ うに 中国が留学生の帰国奨励を促すの

は、2000 年の第 10次五 ヵ年計画で も示されたよ

うに、従来以上に国際競争に お ける人材育成の 必

要性を認 識し、人材競争を国家戦略の 重要 な柱 と

みなして い るため で ある。 今 日、中国で求め られ

て い る人材は、金融、工業技術、rv関連産業、経

営などの分野 で 、そ こ に は、留学後、そ の まま国

外の 金融機関や多国籍企業、 国際組織、高等教育

機関や研究機関で 実務や研究に携わ っ て い る者 も

含まれる。 彼らに対しては 、 その 専門的知識や技

術に基づ い た中国国内で の起業や研究、投資活動

ばか りで はなく、国外の 企業や研究所 との 国際交

流や連携 や技術協力 、 あるい は 中国企業の 国際市

場進出の ため の仲介役 となる こ とが期待 されて お

り、その ため、前述の ような帰国後の経済活動支

援に加え、高い 地位と高給による優遇策や、国際

社会の慣例に即 した人事 ・待遇制度の 導入 、国外

との頻繁な往来を視野に入れたマ ルチ ビザの発行 、

期限なしの外国人居留証の発行なども提案されて

い る。 こ うした施策によ り今後は年間 1万人 の 帰

国が 目標とされてお り、たとえば 2001年には約

7
，
000人の 帰国留学生 に対 して 2億元（約 28億円）

の起業資金が政府よ り与えられ た とい われ る。

　 こ うした政府の 帰国奨励策を受け、留学生 も中

国の 経済発展をに らんで帰国するもの が増えて い

る。た とえば、北京大学など 68 の大学と 200

を越す研究機関があり、「中国の シ リコ ン バ レー
」

と呼ばれる北京市北西部の 「中関村科学技術地区G

で は、2000 年だけで その 前年の倍にあた る 2，400

余 りの情報技術企業が誕生 したが、そ の rr 産業

を支 えて い るの が帰国留学生 で あ り、同年に中関

村で仕事に就い た留学生は 1990 年代の 帰国者総

数を上回る 1，000人以上であっ た。同地区に対 し

て はそ の将来性を見越 して、外資の 導入 も盛んに

行なわれてお り、2001年の 中国の WTO 加盟、

2008 年の 北京オ リン ピ ッ クの 開催決定 とあわせ

て 、帰国留学生 による経済活動が活発化 して い る。

4 ，まとめ

　以上述べ た よ うに 、 今 日の 中国の留学政策は、

人的交流を通 じた国際理解の促進 や友好関係の強

化 とい う目的 とは別に、国家経済発展の ための 重

要な戦略手段 として位置づ けられて お り、そこ で

は 、 民間の留学熱、 な らびに留学市場と して の 中

国へ の 国際的関心に後押 しされるか たちで 、人材

養成や留学をめ ぐる教育産業の拡大 とい っ た即時

的な政治的経済的効果が期待 され て い る 。 中国で

は、ア メ リカ等 へ の 留学 に必 要な英語力試験

TOEFL の こ とを類似の発音をす る漢字をあてて

「託福1 と表記する。こ こ には、留学に夢をか け

て将来をつ か み とろ うとする願い が読みとれ るが 、

それ は
一

般の人々 だけでなく、中国政府に とっ て

も同様で あり、留学政策は国家の 命運 をかけた施

策 となっ て い る。帰国留学生が活躍 し始めて い る

今 日、留学政策は、国家発展政策 の 牽引役 として

今後
一

層重視 され て い くもの と考え られ る 。
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